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合計727兆1166億円　2010年12月末（速報）�

（注１）「銀行等」にはゆうちょ銀行、「証券投資信託」および「証券会社」を含む

（注２）「生損保等」はかんぽ生命を含む

（出所）日本銀行「資金循環統計」
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南山城村長　消費税増税に反対


◇京都府南山城村の手仲圓容（てなか・かずよし）村長は５日の議会で、「税と社会保障の一体改革といっているが、経済は厳しい。田舎は影響する。反対している」と消費税増税に反対の意向を表明しました。消費税増税反対の意思表明は京都府内の首長で初めて。（「しんぶん赤旗」３月７日付）
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●発　行　消費税廃止各界連絡会　


豊島区目白2-36-13(全商連内)


Tel:03-3987-4391/Fax:03-3988-0820


URL:http://shz-haishi.jp/








【対話に役立つＱ＆Ａ】


Ｑ、「増税しないと財政が破綻する」という議論がありますが、どう考えたらいいでしょうか？（左の円グラフ参照）


Ａ、話は逆です。消費税増税こそ財政をさらに悪化させる道です。消費税を増税すれば景気が悪化し税収は減り、財政は悪化します。97年に消費税を増税した結果、消費税の税収は増えたものの、所得税や法人税収は大きく減りました。この結果、政府の借金はますます大きく増えたのです。「消費税を増税しないと財政が危ない」のではなく、「消費税を増税したら財政が危ない」のです。国債の７割以上を海外の投資家が持っていたギリシャと、日本とは大きく違います。
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「しんぶん赤旗」


３月10日付





このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。








４５の業者団体から団体署名集まる！


◇大阪府内の33の民主商工会で業者団体への訪問・対話の行動が取り組まれ、大阪府電機商業組合や大阪府家電販売協同組合、商店街や商店街振興組合、商店会など45の業者団体から消費税増税反対の団体署名が寄せられています（３月８日現在）。








商店街「署名を回覧しています」


◇横浜緑民商が「消費税増税反対の１点で」と２月に横浜市の緑、青葉、都筑区の36商店街に資料と署名用紙を送り、３月４日に商店街を訪問。「送ってくれた署名を組合員に回覧している。回収できたら送ります」「３月11日に被災地と同時にキャンドルナイトに取り組むため、大忙し。11日後に会議にかけたい。個人的には消費税が上がると困ります」と対話。





政府対話集会


<山形県商工団体連合会の報告>


◇３月３日、政府主催の一体改革対話集会が山形市で開かれ、50人の募集に81人が参加。90分間の集会で政府説明などが１時間余り。消費税についての参加者からの発言は２人のみ。「対話集会」ではなく、増税のための「アリバイ集会」の様相でした。
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